
 

 

 

 

 

 

 

桜山森林公園 
 

指定管理者選定要項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年６月 

 

群馬県 環境森林部 森林局 

林政課 
 
 

 

 



目  次 

 

 

 

第１ 施設の概要  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

第２ 管理業務等の範囲  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

第３ 管理業務の成果目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

第４ 指定の期間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

第５ 申請の方法  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

第６ 申請受付期間  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

第７ 選定委員会の設置及び審査・選定 ・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

第８ 選定の基準 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

第９ スケジュール ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

 

第 10 管理費用等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 

第 11 その他の留意事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 

第 12 問い合わせ先 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 
 

 

 

 

  



 

1 

 

桜山森林公園 指定管理者選定要項 
 

 「桜山森林公園」の管理業務を効果的かつ効率的に行うため、次のとおり指定管理者を

選定します。 

 

第１ 施設の概要 
1  名称   桜山森林公園 

 

2  所在地  藤岡市三波川 地内 

 

3  概要 

（１）施設の基本的性格（設置目的含む） 

森林がもつすぐれた自然環境を保全し、森林空間の利用を通じて県民の保健、休

養及び学びに資することを目的とする。 

（２）施設の概要 

藤岡市が管理するフユザクラで名高い「桜山」の隣接区域に位置し、その森林が

もつすぐれた自然環境を保全するとともに、県民の保健及び休養に資することを目

的に設置され、「桜山」と一体的に管理された緑化木や地元名産の三波石を利用し

た日本庭園等がある。 

（３）施設の構成 

① 面積 15ha 

② 管理棟（木造平屋建 102 平方メートル） 

③ トイレ ２棟 

④ 四阿 １棟 

⑤ 遊歩道 

⑥ 倉庫 

⑦ 日本庭園（池を含む） 

⑧ 見本庭園 

⑨ 芝生広場 

（３）施設の管理運営方針 

・「桜山森林公園」は、その設置目的に基づき、以下の方針のもとに施設の管理

運営を行うこと。 

① 設置目的を達成するために、施設の効率的かつ効果的な管理を行い、利用者

の利便性の向上及び管理経費の節減を図る。 

② 県民の保健及び休養に資する活動を促進するための事業を、最小の経費で最
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大の効果が出るように実施する。 

③ 利用者の意見を管理運営に反映させ、利便性の向上や事業内容の充実などの

利用者サービスの向上を図る。 

④ 地域住民の意見・要望にも配慮した運営に努める。 

＜参 考＞直近３年間の入園者数 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

入園者数 ７５，５６８人 ６５，５６７人 ８３，１７０人 

 

第２ 管理の業務等の範囲 
  

１ 指定管理業務等 

指定管理者が行う業務の範囲は、次に掲げる業務とします（詳細は別添仕様書を確

認してください。）。業務の執行は指定管理者が自ら行うことを原則としますが、個

々の具体的業務は、あらかじめ県の承諾を得ることにより第三者へ再委託することが

できます。 

また、指定管理者には、地方自治法施行令第 158 条の規定に基づき、使用料の徴収

等の事務を実施していただきます。この使用料の徴収等の事務は再委託できません。 

（１）森林公園内における樹木、施設及び付属施設の維持管理に関する業務 

（２）その他、森林公園の管理に関する事務のうち、知事が別に定める業務 

２ 自主事業 

指定管理者は、指定管理業務の他に自主事業を企画・立案して行うことができま

す。 

自主事業を計画している場合は、「別添様式２ 事業計画書」に指定管理業務と区

別して内容を記載してください。 

ただし、事業計画書において提案された自主事業の実施の可否については、知事と

協定を締結する際にあらためて協議するものとします。 

また、自主事業の計画は、以下の留意事項を踏まえて作成してください。 
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【留意事項】 

 

第３ 管理の業務の成果目標 
管理の業務の成果目標は、施設の年間利用者数が８０，０００人以上（令和 10 年

度）であることとします。また、このほかにも適宜成果目標を設定し、事業計画書に記

載してください。 

 

第４ 指定の期間 
令和６年４月１日（月）から令和１１年３月３１日（土）までとします。ただし、指

定の期間中で あっても、施設の管理を継続することができないと認めるときは、指定

を取り消すこと があります。 

 

第５ 申請の方法 
１ 提出書類 

指定管理者指定申請書（群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する  

条例施行規則別記様式１）（別添様式１）に、次に掲げる書類を添えて申請してくだ

さい（各種証明書等の添付は、原本の写しでも差し支えありません）。 

なお、審査の過程で追加資料の提出を求めることがありますので、あらかじめ御承  

知おきください。 

（１）事業計画書（別添様式２） 

事業計画書には、次の事項を記載してください。 

・団体に関する事項 

・管理運営方針に関する事項 

・実施計画に関する事項 

・収支計画に関する事項 

（１）指定管理者が、自主事業を実施する場合には、あらかじめ知事と協議し必要

な承認を得なければなりません。 

（２）県は、森林公園の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲で

あると認められる場合に、自主事業の実施を承認します。 

（３）指定管理者は、自らの責任と費用により、自主事業を実施するものとします 

また、自主事業による収入は指定管理者が収受するものとします。 

（４）自主事業に要する経費に群馬県が支払う管理に要する経費（指定管理料）を

充てることはできません。 

（５）その他自主事業の実施に当たって、群馬県立森林公園の設置及び管理に関する

条例に定める使用料金を指定管理者が支払う必要がある場合があります。 
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・管理運営体制に関する事項 

・自主事業に関する事項 

（２）事業計画書要旨（別添様式３） 

事業計画書の内容をＡ４版２ページ程度にまとめてください。 

なお、事業計画書要旨は、申請受付期間終了後、群馬県ホームページで公表しま

す。 

（３）労働保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除      

く。） 

（４）社会保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業者は除      

く。） 

 ※健康保険・厚生年金保険については、保険料の領収書、納入証明書又は、新規適

用届。雇用保険については、領収書、確定保険料申告書、納入証明書又は、雇用保

険適用事業所設置届等。 

（５）就業規則の写し（届出義務がある事業者に限る。） 

（６）障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用状況報告書の写し（提出      

義務がある事業者に限る。） 

（７）障害者の雇用の促進等に関する法律に定める障害者雇用納付金にかかる申告書の      

写し及び納付書の写し（令和３年度及び令和４年度のもの）（対象となる事業者に

限る。） 

２  提出方法 

電子申請受付システム、電子メール、持参又は郵送（引受及び配達が記録されるも

のに限る）により、提出してください。ファクシミリによる提出は無効とします。 

（１）電子申請受付システムの場合 

ぐんま電子申請受付システムにより申請してください。 

https://apply.e-tumo.jp/pref-gunma-u/offer/offerList_detail?tempSeq=14121 

（２）電子メールの場合 

件名を「桜山森林公園_指定管理者指定申請書」とし、以下のメールアドレスに

送付してください。 

rinseika@pref.gunma.lg.jp 

なお、7MB を超えるメールは受信できませんので、添付ファイルのサイズが大

きい場合は、複数回に分けて送付してください。 

（３）持参又は郵送の場合 

① 提出場所 

前橋市大手町一丁目一番一号 

群馬県環境森林部森林局林政課森林活用推進係 

（群馬県庁 17 階南側フロア） 
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② 提出物 

CD・DVD 又は紙媒体による。紙媒体の場合は、正１部、副１６部の計１

７部とします。 

 

３  著作権の帰属等 

（１）提出された申請書類の著作権は、申請者に帰属します。 

（２）群馬県は、選定結果の公表などに際し必要な場合は、申請書類の内容を無償で使

用することができることとします。 

（３）提出された書類は、群馬県情報公開条例により非公開とすべき部分を除き、公開      

することがあります。 

 

４  その他 

（１）申請者名は、事業計画書要旨と合わせて、申請受付期間終了後に群馬県ホームペ

ージで公表します。 

（２）提出された申請書類は、理由のいかんを問わず、返却いたしません。 

また、申請書類の修正・再提出や申請の撤回は一切できません。 

 

第６ 申請受付期間 
申請を受け付ける期間は、令和５年７月２７日（木）８時３０分から令和５年８月３

１日（木）１７時１５分までとします。なお、持参の場合の受付は、土曜日、日曜日及

び祝日を除く８時３０分から１７時１５分までとします。 

また、郵送の場合は、令和５年８月３１日（木）１７時１５分必着とする。 

 

第７ 選定委員会の設置及び審査・選定 
指定管理者の選定については、その選定過程や手続の透明性・公正性を高めていくた 

め、外部の有識者で構成する環境森林部指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」と

いう。）を設置し、総合的に審査・選定を行います。 

審査は、書類審査による第１次審査と、申請団体のプレゼンテーション及び申請団体 

に対するヒアリングを踏まえた第２次審査を行います。 

 

第８ 選定の基準 
選定委員会は、次の基準により審査の上、第２次審査で採点を行います。群馬県は、

選定委員会の採点結果を基に候補者を決定します。 

ただし、合計得点が第１位であっても、合計得点が５０点に満たない場合又は選定基

準の中で得点が「Ｄ 劣っている」の基準点に満たないものがある場合は、候補者に選
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定しません。また、各選定委員の採点状況等を総合的に検討し、合計得点が第１位でな

い者を候補者に適すると判断する場合があります。 

１ 選定基準 

（１）事業計画の内容が県民の平等な利用を確保することができるものであること。 

（主なチェック項目：施設管理の基本的な考え方、平等・公平なサービスの提供 

等） 

（２）事業計画の内容が当該施設の設置の目的を効果的かつ効率的に達成することがで

きるものであること。 

（主なチェック項目：サービス向上の取組の妥当性、独自のざん新なアイデアの

活用、収支計画の実現可能性、経済性等） 

（３）指定管理者の指定を受けようとする団体が事業計画に沿った管理を安定して行う

能力を有するものであること。 

（主なチェック項目：管理運営体制の妥当性、財務状況の健全性、法令遵守等） 

（４）その他施設の設置目的を達成するために必要と認める基準を満たすものであるこ

と。 

（主なチェック項目：利用者要望への対応、緊急時の対応、専門的知識等） 

 

２ 審査項目、審査内容及び配点等 

（１）公園に共通する審査項目 

選定基準 審査項目 審査内容 配点 
採点 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

事業計画の内容

が県民の平等な

利用を確保する

ことができるも

のであること。 

県 民 の 平 等 な

利用の確保 

・施設の管理運営を行

う上での基本的な考

え方は適切か。 

・県民に対し平等・公平 

にサービスを提供す

ることができるか。 

 

20 

 

20 

 

15 

 

10 

 

5 

 

0 

事業計画の内容

が当該施設の設

置の目的を効果

的かつ効率的に

達成する 

ことができるも

の 

であること。 

サービスの 

提供内容 

・サービス向上のため

の取組は妥当か。 

・施設の設置目的に沿

った事業計画内容と

なっているか。 

・効果的・効率的な工夫 

がなされているか。 

・独自のざん新なアイ

デアが生かされてい

るか。 

・施設や設備の維持管

理の取組は妥当か。 

※1 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 
 

 収支計画 ・収支の積算は妥当か。 



 

7 

 

・収支計画と事業計画

との整合性はとれて

いるか。 

経済性 ・経費の節減は図られ

ているか。 

※1 

 

10  

※２  指定管理料    指定管理料  

   上限額 ʷ   提案額   

      指定管理料上限額×0.2 

※ただし、配点を上限とする。       

小数第２位を四捨五入し、 

少数第１位までとする 

指定管理者の指

定を受けようと

する団体が事業

計画に沿った管

理を安定して行

う能力を有する

も の で あ る こ

と。 

管理運営体制 ・組織及び職員の勤務

体制は妥当か。 

・職員配置計画は妥当

か。 

・責任の所在は明確と

なっているか。 

・有資格者や経験者等

の配置は妥当か。 

・外部委託の実施計画

は妥当か。 

・グループの場合の責

任や役割分担は妥当

か。 

・障害者の雇用計画は

妥当か。※３ 

 

30 

 

30 

 

20 

 

15 

 

10 

 

0 

財務状況 ・企業・団体の財務状況 

は健全か。 

法令遵守等 ・法令違反の有無 

・法令遵守及び企業（団 

体）倫理への取組は妥 

当か（倫理規程、公益 

通報者保護制度の整

備 状況等）。 

・労働保険や社会保険

に加入しているか。 

・障害者雇用への取組 

その他施設の設

置目的を達成す

るために必要と

認める基準 

利 用 者 要 望 へ

の対応 

・利用者等からの苦情・ 

要望の把握及びそれ

らへの対応体制は妥

当か。 

・トラブルの未然防止

及び発生時の対策は

妥当か。 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

 

0 

地域貢献 ・地域団体(住民)との

連携や地域貢献は十

分か。 

環 境 問 題 へ の ・環境保全に対する取

－ 

配点× 
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取組 組は積極的か。 (10) 

 

 

 

(10) 

 

 

(7.5) 

 

 

(5) 

 

 

(2.5) 

 

 

(0) 

 

 

防 災 対 策 及 び

緊急時の対応 

・防災対策及び緊急時

の対応策は妥当か。 

個 人 情 報 保 護

及 び 情 報 公 開

の取組 

・個人情報保護の取組

は妥当か。 

・情報公開の取組は妥

当か。 

専門的知識 ・指定期間の当初から

円滑に業務を実施で

きる。知識等を有して

いるか。 

(10) (10) (7.5) (5) (2.5) (0) 

採点は、配点項目ごとに、次の基準により各選定委員が行った評価をその項目の採点欄の得点に換算して行います。 

なお、配点項目ごとに全委員の採点を平均したものをその配点項目の得点とし、全配点項目の合計得点を算出します。 
Ａ：特に優れている Ｂ：優れている Ｃ：普通 Ｄ：劣っている Ｅ：特に劣っている（基準を満たさない） 
※１ 「事業計画の内容が当該施設の設置の目的を効果的かつ効率的に達成することができるものであること」

の選定基準の採点は、「サービスの提供内容」及び「収支計画」と「経済性」とに分けて採点します。 
※２ 「経済性」の採点は、指定管理料上限額の２割削減を配点の満点、上限額と同額を０点とし、提案額に応

じて点数化します。ただし、不当廉価防止のため、２割以上の削減であっても２割削減と同得点とします 

※３ 後記第 12ʷ４の障害者雇用に関する事項の対象となる施設について、雇用計画等を審査する。 

※４ 現指定管理者が申請した場合は、「専門的知識」は単独で配点し、管理運営状況の評価結果に応じて次の

基準により採点します。 
 

採点 評価委員会の総括評価  県の年度評価の総合評価 

Ａ １０点 Ａ かつ 直近がＡ 

Ｂ ７.５点 Ｂ以上 かつ 指定期間中すべてＢ以上 

Ｃ  ５点 Ｂ以上 かつ 直近がＢ 

Ｄ ２.５点 Ｃ 又は 直近がＣ 

Ｅ    ０点 Ｄ 又は 直近がＤ 
※ 管理運営状況の評価基準 Ａ：優良 Ｂ：良好 Ｃ：要努力 Ｄ：要改善 

これにより、現指定管理者については、その他「利用者要望への対応」、「地域貢献」、「環境問題への取

組」、「防災対策及び緊急時の対応」、「個人情報保護及び情報公開の取組」は、合わせて１０点満点となり

ます。 

それ以外の申請者については、「専門的知識」も含めた「その他施設の設置目的を達成するために必要と

認める基準」全体を２０点満点で採点します。 

 

３ 障害者雇用率加算等 

申請者の障害者雇用率（障害者の雇用の促進等に関する法律施行令又は同法施行規

則に基づく報告における実雇用率を指す。以下同じ。）の達成の程度に応じて上記の

配点とは別に、下表とおり加点減点項目・配点を定めるものとする。 

なお、法定雇用障害者数を満たしていない申請者については、指定管理期間中の達  

成に努めることとする。 

１．障害者雇用率が 2.3％以上 2.6％未満の場合（地方公共団体を除く） 
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・障害者雇用状況の報告義務（※２）がある団体           ３点の加算 

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がない団体           ４点の加算 

２．障害者雇用率が 2.6％以上の場合（地方公共団体を除く） 

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がある団体           ４点の加算 

・障害者雇用状況の報告義務（※２）がない団体           ５点の加算 

３．地方公共団体の場合（括弧内は教育委員会） 

・障害者雇用率が 2.6%（2.5%）以上 2.9%（2.8%）未満      ３点の加算 

・障害者雇用率が 2.9%（2.8%）以上               ４点の加算 

４．過去 2 年分（※４）の障害者雇用納付金について、滞納があった場合 ５点の減点 

※１ グループ申請の場合は、原則全事業者の平均で算定するものとする。 

※２ 障害者の雇用の促進等に関する法律に定められている国への報告を指す。 

※３ ３年以上継続して上記障害者雇用率を満たしていたにもかかわらず、障害者

の都合による離職等により、指定管理者募集年度に上記障害者雇用率を満たせ

ない特別な事情が認められる場合で、今後障害者の新たな採用の意向が認めら

れるときは、上記加点の５０％を限度として加点する。 

※４ 指定管理者募集年度の前年度申告分及び前々年度申告分を指す。 
 

第９ スケジュール 
１  選定要項の配布 

（１）配布期間 令和５年６月３０日（金）から令和５年８月３１日（木）まで 

（２）配布時間 

・ 下記配布場所では配布期間内（土曜日、日曜日及び祝日を除く）の８時３０分か

ら１７時１５分まで 

・ 群馬県ホームページでは配布期間内の終日 

※ 配布初日（６月３０日（金））は１３時から配布を開始します。 

※ 配布最終日（８月３１日（木））は１６時をもって掲載を終了します。 

※ サーバの不調やメンテナンス等により、一時的に閲覧及びダウンロードがで

きなくなることがあります。 

（３）配布場所 

・ 前記第６ʷ２（３）の提出場所に同じ 

・ 群馬県ホームページ※ 

https://www.pref.gunma.jp /page/214371.html 

※ 群馬県ホームページ内で「群馬県立森林公園「桜山森林公園」指定管理者選

定要項」で検索してください。 

 

２  申請に関する質問                                                         
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申請に関する質問は、原則として、質問票（別添様式６）により行ってください。

質問票は、後記第 13 の連絡先までお送りください（メール可。令和５年８月２４日

（木）まで）。回答は、原則として、群馬県ホームページに掲載します。 

 

３  ヒアリング 

申請団体については、申請内容等に関するヒアリングを実施します。日時・場所等  

の詳細は、後日連絡します。 

 

４  選定結果の通知 

指定管理者の候補者の選定結果については、令和５年１１月頃に第２次審査の参加

者に対して通知します。 

 

５  選定結果の公表 

指定管理者の候補者を選定した審査の過程や審査結果等については、群馬県ホーム

ページで公表します。 

 

 ６  指定管理者の指定 

指定管理者の指定については、令和５年１２月に群馬県議会（令和５年第３回後期

定例会）の議決を経て行うものとします。 

 

第 1０ 管理費用等 
１  群馬県が指定管理者に支払う管理費用（指定管理料）の総額 

群馬県が指定期間中に支払う施設の管理に要する経費（以下「指定管理料」とい

う。）の総額は、次に示す額を上限とし、収支計画において指定管理料がこの額を超

えている申請は、第１次審査において失格とします。 
 

   

 

 

 

指定管理料の額 

 １９，３１５千円以内（消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を

含む５年間の総額。） 

※消費税等の税率を 10％で算定した額である。 

なお、この上限額は予定金額であり、実際の上限額は、事業計画書の中で提案され

た額を上限として、群馬県の予算の範囲内において協議により定める額とします（具

体的には、後記第 12ʷ１の基本協定で定めるものとします。）。また、各年度の指

定管理料は、各会計年度の群馬県の予算の範囲内において協議により定める額としま

す（具体的には、後記第 12ʷ１の年度協定で定めるものとします。）。 
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２  管理費用の算出 

管理費用の算出に当たっては、人件費、維持管理費、事務費、光熱水費、消耗品

費、修繕費、備品購入費、委託費、租税公課など、管理業務に必要な経費を計上し、

提案してください。 

     管理物件等 

   管理物件等については、桜山森林公園管理物件一覧表のとおり 

 

３  支払方法 

指定管理料は、原則として、精算払いとなります。四半期ごとに前払金を請求する    

ことも可能としますが、具体的には群馬県と指定管理者とが協議の上、年度ごとに締

結する協定で定めます。 

 

４ 管理費用の経理  

管理費用の経理は、団体の他の事業に係る経理と明確に区分した上で群馬県の会計

年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに区分してください。また、指定管理

業務に係る専用の口座を開設してください。他の事業との共通経費がある場合は、あ

らかじめ適正な配賦基準を定めて計上してください。また、自主事業を行う場合は、

自主事業に係る経費を区分して経理してください。 

 

５ 修繕費 

１件５万円以内の施設、設備、備品の維持補修に係る修繕は、指定管理者の負担で

行っていただきますので、所要の経費を計上してください。 

 

６  備品購入費 

備品を購入する必要がある場合は、所要の経費を事業計画（管理費用の積算）に計  

上してください。 

このうち、群馬県が貸与した備品の経年劣化や毀損滅失等により、指定管理者が購    

入又は調達する代替の備品の所有権は、群馬県に帰属します。その他の備品について    

も、あらかじめ群馬県と指定管理者で協議の上、施設の管理運営に不可欠なものと判

断される備品については群馬県に帰属することがあります。 

なお、事業計画（管理費用の積算）に計上していない備品を購入する際は、事前に    

所有権について群馬県と協議していただきます。 

 

７ 消費税等の扱い 

消費税等の税率について、10%で算定してください。 

なお、指定期間中に消費税等の税率が変更された場合については、関係経費につい
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て確認の上、必要額を見直すこととします。 

指定管理者として指定された場合、協定書の締結にあわせて、課税事業者届出書

（別添様式１１）又は免税事業者届出書（別添様式１２）を提出していただきます。 

 

８ 収入に関する留意事項 

（１）指定管理者が施設の管理に際して見込める収入は、原則以下のとおりです。 

ア 指定管理料 

（２）自主事業等、その他の収入を見込む場合は、具体的な内容を明示の上、事業計画

作成前にお問い合わせください。 

    指定管理者の収入とはできない事項（例：施設のネーミングライツ料収入）が計

上されている場合、第１次審査において失格となることがありますので、ご注意く

ださい。 

 

第 1１ その他の留意事項  
１ 協定に関する事項 

指定管理者に指定された場合には、指定の期間を通じた「基本協定書」と「年度協

定書」を締結することになります。 

【基本協定書】 

基本協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。 

（１）指定管理者が行う業務に関する事項 

（２）当該施設の管理費用等に関する事項 

（３）自主事業に関する事項 

（４）個人情報の保護に関する事項 

（５）その他必要な事項 

・協定の目的 

・指定の期間 

・協定の適用関係 

・区分経理 

・文書の管理及び保存 

・備品の取扱い 

・秘密の保持 

・月例報告書、事業報告書等の作成及び提出 

・モニタリングの実施 

・リスク分担 

・委託の原則禁止 

・権利義務の譲渡の禁止 
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・緊急時の対応 

・不可抗力による業務の免除 

・指定の取消し 

・指定管理者による協定解除の申出 

・指定管理業務の引継ぎ 

・自主事業 

・運営協議会の設置 

・原状回復義務 

・損害賠償 

・諸規則の整備及び提出（個人情報保護、情報公開、使用承認事務処理、緊急

時の連絡体制、省エネルギー関係法令に基づく管理標準等） 

・暴力団等の排除（指定管理業務からの排除、利用からの排除） 

 

【年度協定書】 

年度協定書に定める主な事項は、次のとおり予定しています。 

（１）該年度の業務内容（事業計画） 

（２）当該年度の管理費用に関する事項 

（３）その他必要な事項 

 

２ 指定の取消し等 

（１）前記第９ʷ６により指定管理者の指定を受けた者が正当な理由なく協定締結に応

じない場合は、指定管理者の指定の議決後においても、当該指定を取り消す場合が

あります。 

（２）協定締結までの間に次のいずれかの事項に該当することが判明した場合は、指

定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。 

ア 資金事情の悪化等により、適正な施設管理を継続することが確実でないと認め

られるとき 

イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め

られるとき 

（３）指定の期間中であっても、施設の管理を継続することが適当でないと認めると

きは、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務等の停止を

命じることがあります。 

（４）指定管理者による協定解除の申出を受けた場合、申出がやむを得ないものと認

めるときは、協定を解除し、指定管理者の指定を取り消すことができるものとし

ます。この場合、あらかじめ協定書において定めた額を違約金として指定管理者

に請求することがあります。 
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３ 法令遵守に関する事項 

指定管理者は、次に掲げる関連する法令等を遵守し、業務を遂行していただきま

す。 

（１）群馬県立森林公園の設置及び管理に関する条例 

（２）群馬県立森林公園の設置及び管理に関する条例施行規則 

（３）群馬県暴力団排除条例 

（４）地方自治法その他行政関係法令 

（５）労働基準法その他労働関係法令 

（６）エネルギーの使用の合理化に関する法律その他省エネルギー関係法令 

（７）障害者の雇用の促進等に関する法律 

（８）その他の関係法令 

 

４ 障害者の雇用に関する事項 

（１）本施設において、５人以上の職員を雇用する場合は、次表のとおり施設自体での

障害者雇用に努めてください。 

施設の従業員数 雇用する障害者数 

5 人～43 人 0.5 人以上 

43.5 人～65 人 1 人以上 

65.5 人～86.5 人 1.5 人以上 

87 人～108.5 人 2 人以上 

109 人～130 人 2.5 人以上 

130.5 人以上 3 人以上 

※ 人数のカウント方法は、障害者雇用率の算定に同じ 

（２）指定管理者に指定された場合には、当該団体として、障害者の雇用の促進等に関

する法律で定められた基準を満たすよう、障害者の雇用に努めてください。 

 

５ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する事項 

指定管理者に指定された場合には、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律に定めるもののほか、群馬県知事部局等における障害を理由とする差別の解消に関

する対応要領に準じて、不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供その他障害者

に対する適切な対応を行っていただきます。 

 

６ 損害賠償責任保険に関する事項 

指定管理者としての注意義務を怠ったことなどにより、利用者や第三者に損害を与

えた場合の備えとして、指定管理者の負担において損害賠償責任保険に加入していた

だきます。 
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７ 情報公開・個人情報保護に関する事項 

（１）情報公開に関する事項 

指定管理者に指定された場合には、群馬県情報公開条例に基づき、「桜山森林公

園」の管理に関する範囲において、群馬県に準じる取扱いを定めた規程等を制定し

ていただきます。 

（２）個人情報保護に関する事項 

指定管理者に指定された場合には、群馬県公の施設に係る指定管理者の指定の手

続等に関する条例並びに個人情報の保護に関する法律及び群馬県個人情報保護条例

に基づき、施設の管理に関し知り得た個人情報等の保護について適切な対応を図っ

ていただきます。 

 

８ 責任分担に関する事項 

群馬県と指定管理者の責任分担については、協定書で定めることとしますが、群馬

県の基本的な考え方は概ね次のとおりです。 
項   目 指定管理者 群 馬 県 備   考 

有料施設等の使用承認等 ○   

有料施設等の使用料徴収等 ○   

施設等の保守点検 ○   

施設等の維持管理 ○   

公園の許認可 

占用許可  ○ ※目的外利用及び 1 年間

を超える許可は群馬県で

の対応。 

設置・管理・許可  ○ 

行為許可 ○ ※ 

施設等の修繕 
○  

50,000 円以内の修繕 

又は緊急を要する修繕 

 ○ 50,000 円を超える修繕 

備品更新や新規購入 ○ ○ 
指定管理者が整備した備

品は群馬県に帰属する。 

緊急時対応（災害発生時） ○ ○  

復旧工事（災害復旧工事等）  ○  

公園及び公園施設に係る保険 

（設置瑕疵） 
 ○ 設置瑕疵については群馬

県、管理瑕疵については

指定管理者の対応。 
公園及び公園施設に係る保険 

（管理瑕疵） 
○  

有害鳥獣対策 

防護柵等の設置  ○  

捕獲 ○   

利用者周知 ○   

包括的管理責任  ○  

（注）大規模災害等の不可抗力への対応は、県と指定管理者の協議事項とし、通常の

施設管理の範囲を明らかに超えるものは、原則県の負担とします。 
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（注）火災保険及び管理賠償保険以外は指定管理者が加入 

 

９ モニタリングに関する事項 

（１）月例報告書の作成及び提出 

毎月の利用実績など指定管理業務等の実施状況等を記載した月例報告書を毎月作

成し、当該月の翌月の 10 日までに群馬県に提出していただきます。 

（２）利用者満足度調査の実施 

利用者の意見や要望等を把握するため、毎年度、利用者満足度調査（利用者アン

ケートなど）を実施し、その結果及び業務改善の状況等について群馬県に報告して

いただきます。 

（３）事業報告書の作成及び提出 

管理の業務の実施状況及び利用状況等に関する事項を記載した事業報告書を毎年

度終了後 60 日以内に群馬県に提出していただきます。 

（４）財務諸表等経営の状況を示す書類の提出 

指定管理者団体の事業会計年度決算ごと（中間決算を含む）に、財務諸表等経営

の状況を示す書類を提出していただきます。 

（５）群馬県及び評価委員会による管理運営状況の確認調査及び評価 

群馬県及び評価委員会が定期的に行う管理運営状況の確認調査に協力していただ

きます。 

なお、群馬県及び評価委員会は原則年度ごとに管理運営状況を評価します。 

（６）管理運営状況の公表 

各施設について、別途群馬県が定める様式により、各年度の指定管理者の管理運

営状況を取りまとめ、群馬県のホームページで公表します。 

 

10 その他 

（１）申請に係る経費は、全て申請者の負担とします。 

（２）次のいずれかに該当するときは、失格とします。 

○申請書類に虚偽の記載があったとき。 

○選定に関して選定委員と接触したとき。（申請前を含む。） 

○提出期限までに必要な書類が揃わなかったとき。 

○その他不正な行為があったとき。 

（３）申請情報について暴力団等との関係の有無を関係機関に照会することがありま

す。 

（４）指定後に暴力団等との関係その他欠格事項に該当することが判明した場合は指定

の取消し等を行います。 

（５）指定後に指定管理者の業務の内容が仕様書の条件を満たさない場合で、かつその



 

17 

 

改善が見込めない場合又は県が改善のために業務の一部を実施した場合には、管理

費用を減額することとなる場合があります。 

 

第 12 問い合わせ先 

群馬県 環境森林部 森林局 林政課 森林活用推進係 

所在地：前橋市大手町一丁目１番１号 

電 話：（０２７)２２６ʷ３２１６ 

メール：rinseika@pref.gunma.lg.jp 
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桜山森林公園備品一覧表     

      

備品番号 分類   品名 場所 備考 

R 3-5161 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5162 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5163 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5164 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5165 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5166 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5167 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5168 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5169 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5170 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5171 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5172 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5173 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5174 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5175 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5176 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5177 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5178 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5179 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 3-5180 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2777 家具器具類 いす類 テーブルベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2778 家具器具類 いす類 テーブルベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2779 家具器具類 いす類 テーブルベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2780 家具器具類 いす類 テーブルベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2781 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2782 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2783 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2784 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2785 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2786 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2787 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2788 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2789 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 

R 4-2790 家具器具類 いす類 木製ベンチ 園内 群馬県産スギ材使用 
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群馬県立森林公園指定管理業務等仕様書 
 

この仕様書は、群馬県立森林公園の指定管理者が行う管理運営業務等について適用する。 
 

１ 委託業務の履行 

指定管理者は、群馬県立森林公園の設置及び管理に関する条例（以下、「条例」という。）、同施

行規則（以下、「規則」という。）、別途協議により締結する基本協定書、年度協定書及び関係法令

の規定等に基づき、管理運営業務を履行しなければならない。 

なお、指定管理者は、この仕様書、別途協議により締結する基本協定書、年度協定書等に定めのな

い事項であっても、業務遂行上必要と認められるものについては、年度協定で定めた金額の範囲内に

おいて実施するものとする。 

 

２ 設置目的と管理運営方針 

（１）設置目的 
森林がもつ優れた自然環境を保全し、森林空間の利用を通じて県民の保健、休養及び学びに資する

ことを目的とする。 

（２）管理運営方針 

  ア 設置目的を達成するために、施設の効率的かつ効果的な管理を行い、利用者の利便性の向上や

管理経費の節減を図る。 

  イ 県民の保健及び休養に資する活動を促進するための事業を、最小の経費で最大の効果が出るよ

うに実施する。 

  ウ 利用者の意見を管理運営に反映させ、利便性の向上や事業内容の充実などの利用者サービスの

向上を図る。 

  エ 地域住民の意見・要望にも配慮した運営に努める。 

オ 個人情報保護法等に基づく適切な情報管理を行う。 

 

３ 管理運営体制 

（１）総括責任者の選任等 

  指定管理者の業務を実施するにあたって、各業務及び従事者を総括的に指揮、監督する責任者（総

括責任者）及び総括責任者を補佐、代行する者（責任者）を選任し、森林公園を所管する森林事務所

又は環境森林事務所⾧（以下「事務所⾧」）へ届け出るとともに、連絡体制を整備するものとする。 
（２）従事者の配置等 

管理運営業務を円滑に遂行するため、業務に適した者を適正に配置すること。従事者の配置及び冬

季の管理体制等については、基本協定書の締結に合わせて予め県と指定管理者で協議して定める。 

また、業務に従事する者は、統一した名札、腕章等を着用し従事者であることを明確にしなければ

ならない。 
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４ 管理の基準 

（１）利用者に対する指導 

  森林公園の保全と安全・快適な利用を推進するため、森林公園内の巡視を定期的に実施し、 利用

者に対して、指導、助言、注意を行うこと｡また、条例第５条第１項１号から３号に該当する場合は、

森林公園の利用を拒否すること。 

（２）利用からの暴力団排除 

  暴力団の活動を助⾧し、又は暴力団の運営に資することとなる利用は、承認・許可をしない、又は

承認・許可を取り消すこと。暴力団を利するおそれのある利用と認められる場合は、施設所管事務所

に連絡すること。そのほか、利用に関する注意事項の掲示等により、暴力団等の排除について利用者

に周知すること。 
（３）行為の制限にかかる収納事務 

  条例第１０条及び規則第２条第４号の規定に基づく使用料の収納事務を行うこと。 

 

５ 施設・設備の維持管理業務の基準 

（１）維持管理業務 

利用者の安全及び快適性を確保するため、森林公園の巡視を定期的に実施し、施設、設備の適正な

維持管理に努めに努めること。 

特に、台風や集中豪雨等の異常気象が観測された後は、被災状況等を直ちに調査して所管の事務所

⾧に報告を行うほか、四季毎には必ず、各施設、遊歩道、管理車道の調査・点検を実施し、管理施設

の不備・不具合箇所の点検、把握並びに保守管理、修繕を実施すること。 

ア 遊歩道及び管理車道 

遊歩道及び管理車道の保守管理、修繕 

イ 樹 木 

樹木等の適切な育成管理 

ウ 建 物 

建物（付帯設備を含む）の保守管理、修繕 

エ 設 備 

設備の適切な運転管理、保守管理、修繕 

オ 清 掃 

施設の清掃、消毒、害虫駆除等を実施し、清潔で安全、良好な環境の維持 

カ 廃棄物 

事業の実施に伴い発生する廃棄物の適正な処理 

キ その他 

その他施設及び設備の維持管理に必要な業務 

（２）法定点検等 
法令等により点検が義務づけられ、安全上、保安上点検が特に必要と認められる施設等については、

その措置を行うこと。 
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（３）故障等の措置 
施設・設備において故障・破損等が発生した場合は、速やかに原因の調査を行い、事務所⾧に報告

するとともに、適切な措置を行うこと。 

（４）補修・修繕 
指定管理者における補修・修繕の範囲は、原則として日常の管理で必要となる消耗品や部 品の交

換及び簡易な修繕で概ね５万円以下とし、必要に応じて事務所⾧と協議し決定する。 

（５）森林公園に関する情報発信業務 

県立森林公園のホームページを運営すること 

（６）省エネルギーへの取り組み 
省エネルギー関係法令に基づく管理標準を作成・遵守するとともに、エネルギーの消費状 況を把

握してエネルギー消費量の低減に努めること。 

（７）緊急時の措置 
基本協定書に基づき「緊急時の通報」等を行うこと。なお、災害発生など緊急時における職員の対

応等について、連絡動員体制を含めたマニュアルを作成し、事務所⾧に写しを提出     するととも

に職員に対しその周知徹底を図ること。 

また、施設・設備において災害及び事故等が発生した場合は、人命の安全確保を優先し、適切な措

置を行うとともに、二次災害防止に努め、速やかに事務所⾧に報告すること。 

（８）調査事項 
指定管理者は次に掲げる事項について調査を行うこと。 

  ア 気温、天候等 

  イ 利用者数 

  ウ その他県が指示した事項 

（９）利用者の意見要望等の聴取 

  ア 意見要望の集約 
基本協定書に基づく利用者満足度調査（利用者アンケート等）を年１回以上実施し、利用者

の意見要望等の把握に努め、その結果及び業務改善への反映状況を、事務所⾧に報告するこ

と。なお、アンケートの内容等は事務所⾧と協議のうえ決定すること。 

イ 苦情等への対処 

利用者からの意見・苦情等には誠実に対応し、特に苦情については事務所⾧に報告し、適正

に処理するものとする。 

 

６ 実施状況報告等について 

（１）月例報告書 

  県において実施状況の概要が常に把握できるように、基本協定書に基づく月例報告書の提出を行う

こと。 

（２）事業報告書 

  各年度の実施状況の概要が把握できるように、基本協定書に基づく事業報告書の提出を行うこと。 
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７ 自主事業に関する留意事項 
    県民等を対象に、その特徴を生かした観察会、講習会等のイベント開催を行うこと。 

（１）自主事業計画書 

  指定管理者が行う自主事業計画書の提出については、森林公園内行為許可申請書に、自主事業の概

要資料を添付し、許可を得ること。 
（２）実施の範囲 

  指定管理者が指定期間内に森林公園内で実施する自主事業のうち、物品販売、飲食店営業等利潤が

得られるものについては、許可期間は指定管理期間終了までとする。当該事業のために設置した施設

・機器等については、責任を持って指定管理期間終了とともに撤去するものとする。 

（３）経費 

  自主事業に要する経費に群馬県が支払う管理に要する経費をあてることはできないので、管理業務

と区別すること。 

 

８ 県事業への協力について 

  県が実施する事業（ネーミングライツ、企業ボランティア、イベント、トライアル・サウンディン

グ、森林空間利用の取組等）について、指定管理者の業務の範囲内で必要な協力を行うこと。 

 

９ 指定管理業務等の自己評価 

（１）自己評価 

  基本協定書に基づく自己評価について自己評価表を作成し提出するものとする。 
（２）県等の評価 

  群馬県が実施する「環境森林部指定管理者評価委員会」について、ヒアリング資料の提出等も含め

誠実に対応すること。 

 

１０ 指定管理業務からの暴力団排除の徹底 

（１）指定管理者に対する不当要求行為への対応 

  指定管理業務に関し暴力団員等から不当な要求を受けた、又は受ける恐れがある場合は、 「指定

管理者が公の施設の管理業務からの暴力団排除の措置等に関する要領」第４条に基づき、警察に通報

し、毅然として対応すること。 

（２）暴力団等の疑いがある場合の対応 

  不当な要求行為を行った者が暴力団等に該当する疑いがある場合は、速やかに事務所⾧へ連絡する

こと。 

（３）再委託者に対する不当要求行為の対応 

  契約に関する条例の定めに準じ、業務を再委託している相手方が再委託業務に関し不当要求行為を

受けた場合も、指定管理者に対する場合に準じて対応すること 

 

１１ 広報、指導について 

  利用促進・便宜供与を図るため、森林公園に関する情報を広報するとともに、必要に応じ来園者に

対して、説明を行うこと。 
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１２ その他 

  この仕様書に記載されていない事項、またはこの仕様書に疑義が生じた場合は、県と指定管理者と

で協議して決定する。 


